
（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 宮城県大郷町平成28年度

人 口
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実 質 収 支
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将 来 負 担 比 率

-

-

9.8

8.5

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅱ－２ H25  Ⅱ－２ H26  Ⅱ－２

H27  Ⅱ－２ H28  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
41/67

全国平均
64,063

宮城県平均
69,321

(円)

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

62,250

196,577

115,876114,146110,200107,860108,420

H28H27H26H25H24

101,355
101,74697,95098,21395,817

物件費

類似団体内順位
51/67

全国平均
58,226

宮城県平均
66,439

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

58,585

299,701

116,959106,229107,51194,550102,406

H28H27H26H25H24

79,388
81,01176,33565,93872,551

維持補修費

類似団体内順位
26/67

全国平均
5,092

宮城県平均
8,084

(円)

0
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41

48,665

9,336

8,0707,7677,1887,197

H28H27H26H25H24

7,940

10,6809,9168,3858,554

扶助費

類似団体内順位
33/67

全国平均
100,991

宮城県平均
81,225

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

35,195

116,278

67,03760,49157,806
53,36851,549

H28H27H26H25H24

61,837

54,41553,93251,111
46,915

補助費等

類似団体内順位
39/67

全国平均
39,444

宮城県平均
55,705

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

36,980

386,176

110,105103,85691,15385,68483,769

H28H27H26H25H24

79,536
84,557

64,91459,74159,260

普通建設事業費

類似団体内順位
31/67

全国平均
58,677

宮城県平均
185,106

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

10,726

495,453

119,882109,920119,685119,674
94,828

H28H27H26H25H24

100,242

73,551
49,029

86,352
52,275

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
18/67

全国平均
18,997

宮城県平均
125,538

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

0

304,561

43,030

54,42753,940

H28H27H26H25H24

53,972

6,5230

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
35/67

全国平均
26,922

宮城県平均
27,399

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

0

234,798

60,670

43,505

48,970

H28H27H26H25H24

40,384

66,141

48,561

災害復旧事業費

類似団体内順位
10/67

全国平均
2,326

宮城県平均
21,005

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

0

125,408

12,887
9,65112,2679,1899,345

H28H27H26H25H24

15,800

26,36120,143

90,315

148,334

失業対策事業費

類似団体内順位
1/67

全国平均
0

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

公債費

類似団体内順位
37/67

全国平均
43,389

宮城県平均
51,454

(円)

0

100,000

200,000

300,000

21,086

222,818

71,93767,58271,12773,42075,628

H28H27H26H25H24

52,104
51,66848,52347,96748,961

積立金

類似団体内順位
56/67

全国平均
12,906

宮城県平均
60,615

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

347

507,332

49,554
46,099

102,059
40,92740,377

H28H27H26H25H24

7,947
14,7918,69413,31413,653

投資及び出資金

類似団体内順位
5/67

全国平均
1,638

宮城県平均
3,759

(円)

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

0

12,018

1,022
9021,1101,5871,325

H28H27H26H25H24

4,2223,8413,5543,3043,046

貸付金

類似団体内順位
23/67

全国平均
9,590

宮城県平均
11,153

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

17,460

2,5782,2752,905

2,9443,323

H28H27H26H25H24

1,554
2,0721,943

3,6563,857

繰出金

類似団体内順位
29/67

全国平均
41,015

宮城県平均
47,644

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

33,455

143,062

74,666

73,75470,170

67,89767,050

H28H27H26H25H24

73,695

78,222
72,569

65,22266,917

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/67

全国平均
2

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

性質別歳出の分析欄

歳出決算総額は、住民一人当たり585,619円となっている。人件費については、住民一人当たり101,355円となっており、平成２４年度と比較すると5,538円（5.8％）増加しているが、毎年3,000円程度の増減で推移してきており、前年度からは微減していることから高止まり傾向にある。類似団体と比較すると14,521円下
回っており、低い水準にある。

補助費等については、住民一人当たり79,536円となっており、平成２４年度と比較すると20,276円（34.2％）増加しているが、一部事務組合負担金の増減により推移してきており、今後も同様の傾向が続くと思われる。
物件費については、住民一人当たり79,388円となっており、平成２４年度と比較すると6,837円（9.4％）増加しているが、システムの改修等によるものであり、推移を見ると毎年増減を繰り返している傾向にある。
普通建設事業費については、住民一人当たり100,242円となっており、平成２４年度と比較すると47,967円（91.8％）増加している。児童館等によるものであるが、公共施設等管理計画に基づき、事業の取捨選択を徹底していくことで、事業費の減少を目指すこととしている。
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